
ブロック積式
セルラーブロック式
コンクリート単塊式
Ｌ型ブロック式
ケーソン式
直立消波式
階段式
普通矢板式
自立式矢板
斜控え杭式矢板
棚式矢板
直杭式
斜杭式

重力式係船岸

矢板式係船岸

桟橋式係船岸（桟橋）

浮体式係船岸（浮桟橋）
斜路式船揚場
上架式船揚場
沈錘式係船浮標
錨鎖式係船浮標
沈錘錨鎖式係船浮標

係船岸

船揚場

係船浮標

係船杭

係留施設
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2.2 係船岸の耐震性能の照査 

2.2.1 係船岸の耐震性能の照査の基本方針 

すべての係船岸に対して実施する、レベル 1 地震動に対する耐震性能の照査については、地震力を

水平方向の静的な作用に置き換えた設計水平震度によって実施することを標準とする。 
また、「第 1 編 2.2.5 耐震性能・耐津波性能の強化を行う施設」に示す係船岸においては、耐震性

能・耐津波性能を強化する必要がある。耐震性能・耐津波性能を強化する係船岸の性能規定は、「第 6
編第 5 章 耐震性能・耐津波性能を強化する係船岸の照査」を参照のこと。該当する係船岸について

の性能照査は、同章に記載した方法を用いることができる。 
 

2.2.2 設計水平震度 

設計水平震度は、「第 2 編 11.2.1 設計水平震度」の「表 2-11-1 地域別の工学的基盤最大加速度及

び設計水平震度」によることを標準とする。 
また、重力式係船岸及び水深-2.0ｍ～-5.5ｍの控え直杭式矢板式係船岸については、「表2-11-1 地域

別の工学的基盤最大加速度及び設計水平震度」に示す設計水平震度の代わりに、「第 6 編 2.2.3 周波

数特性及び変形量を考慮に入れた設計水平震度」に示す、レベル 1 地震動の周波数特性、係船岸の周

波数特性及び変形量を考慮に入れた設計水平震度を使用することができる。この方法によって得られ

る設計水平震度を、「本書」では照査用震度と称す。この方法は、文献 3)に示された数式を素地として、

フィルター関数のパラメータを漁港の係船岸の諸元に対応した値に変更したものである。 
 
2.2.3 周波数特性及び変形量を考慮に入れた設計水平震度 

（1） 重力式係船岸及び水深-2.0ｍ～-5.5ｍの控え直杭式矢板式係船岸に対する照査用震度の算出方

法 

重力式係船岸及び水深-2.0ｍ～-5.5ｍの控え直杭式矢板式係船岸に対する照査用震度の算出方法は、

本項によることができる。 
算出のフローは図6-2-7によることができる。この方法では、対象とする施設位置のサイト特性を

考慮した、工学的基盤におけるレベル 1 地震動の波形を必要とする。また、1 次元地震応答解析の

ために工学的基盤～地表のボーリングデータを必要とする。 
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図6-2-7 照査用震度の算出のフロー 

 
上図の手順①～⑤では、次の演算を行う。 
① 港別のレベル 1 地震動を入力した 1 次元地震応答解析により、地表面加速度波形を算出す

る。 
② 地表面加速度波形を FFT（高速フーリエ変換）し、そのスペクトルに、構造形式ごとの周

波数特性を加味した周波数フィルターを乗ずる。 
③ ②で周波数フィルターを乗じたスペクトルをフーリエ逆変換して加速度波形を算出する。 
④ ③の加速度波形に、地震動の継続時間の影響を反映させるための低減率 pを乗ずる。 
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⑤ ④の加速度最大値と、許容変形量（係船岸の天端における変形量）の値から、照査用震度

算出式によって照査用震度を算出する。 
 
①について、工学的基盤のレベル 1 地震動波形の算出方法は、「第 6 編 2.2.4 工学的基盤におけ

るレベル 1地震動の波形の算定」によることができる。 
②について、重力式係船岸及び水深-2.0ｍ～-5.5ｍの控え直杭式矢板式係船岸の周波数特性を勘案

したフィルターとしては、式 6-2-1-1 により与えられているものを用いるのがよい。これは、重力式

係船岸及び水深-2.0ｍ～-5.5ｍの控え直杭式矢板式係船岸を対象に、地盤条件及び水深の異なる岸壁

モデルを用い、周波数を種々に変えた正弦波を入力して実施した二次元応答解析の結果より、地震

動を構成する各周波数成分の波の岸壁の変形への寄与を評価したものである 4)5)。式中の「背後地盤

及び壁体直下の固有周期」の算定は、港湾の照査用震度算出法 6)を利用する。 
フィルター関数の例を図 6-2-8に示す。 

 

𝑎𝑎�𝑓𝑓� = �
𝑏𝑏
𝑏𝑏

1− �𝑥𝑥��𝑓𝑓 − 𝑓𝑓���� + 𝑖𝑖𝑥𝑥�𝑥𝑥�(𝑓𝑓 − 𝑓𝑓�)
 

 

𝑏𝑏 = 𝜒𝜒�
𝐻𝐻
𝐻𝐻� + 𝜒𝜒�

𝑇𝑇�
𝑇𝑇�� + 𝜒𝜒�

𝑇𝑇�
𝑇𝑇�� + 𝜒𝜒� 

 

𝜒𝜒�𝐻𝐻 + 𝜒𝜒� ≦ 𝑏𝑏 ≦ 𝜒𝜒�𝐻𝐻 + 𝜒𝜒� 
ただし、𝑏𝑏 𝑏 𝜒𝜒�� 
 
ここに、 

f：周波数（Hz） 
fc：境界周波数（Hz） 
i：虚数単位 
H ：壁高（m） 
HR ：基準壁高（＝15.0m） 
Tb ：背後地盤の初期固有周期（s） 
TbR ：背後地盤の基準初期固有周期（＝0.8s） 
Tu ：壁体下地盤の初期固有周期（s） 
TuR ：壁体下地盤の基準初期固有周期（＝0.4s） 
χ1 ～χ10：構造形式、対象水深によって変わるフィルターに関する係数 

  

（0 ＜ f ≦ fc） 

（ fc ＜ f ） 

 ············ （式 6-2-1-1） 

 ·········································· （式 6-2-1-2） 
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表6-2-5-2 フィルターに関する係数一覧 

構造形式 

項目 
重力式係船岸 4)6)7) 控え直杭式矢板式

係船岸 5) 
対象水深  （m） -7.5未満 -7.5以深 -2.0～-5.5 

fc 1.2 1.0 1.5 

χ1 0.099 0.34 0.084 

χ2 18.5 6.8 14.9 

χ3 0.43 1.05 1.63 

χ4 1.33 -0.88 0.87 

χ5 -0.66 0.96 -0.41 

χ6 0.32 -0.23 -0.018 

χ7 - 0.04 - 

χ8 - 0.08 - 

χ9 - 0.44 - 

χ10 0.28 0.28 0.48 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図6-2-8 フィルターの一例 

 
④について、「地震動の継続時間の影響を考慮する低減率 p」の算定は、港湾の照査用震度算出法 6)

を利用するのがよい。地震動の継続時間の影響を考慮する低減率 p は、フィルター処理を行った地

表面加速度時刻歴の二乗和平方根 S 及び加速度最大値 αfを用いて、式（6-2-1-3）より設定すること

ができる。低減率の算定に係る「時刻歴の二乗和平方根の算定」及び「補正加速度最大値の算定」

も、港湾の照査用震度算出法 6)を利用するのがよい。なお、低減率の上限値は、1.0とする。 

𝑝𝑝 = 𝜂𝜂��� �
𝑆𝑆
𝛼𝛼��+ 𝜂𝜂� 

ここに、 
p：低減率（p≦1.0） 
S：フィルター処理後の加速度時刻歴の二乗和平方根（cm/s2） 
αf：フィルター処理後の加速度最大値（cm/s2） 

 

水深-4.1m 

(壁高6.1m） 

重力式係船岸の

場合 

 ··············································· （式 6-2-1-3） 
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表6-2-5-3 低減率の算定式に関する係数一覧 

  構造形式 
重力式係船岸 4)6)7) 控え直杭式矢板式

係船岸 5) 項目   

対象水深  （m） -7.5未満 -7.5以深 -2.0～-5.5 
η1 0.36 0.36 0.35 
η2 -0.29 -0.29 -0.20 

 
⑤については次式 6)を使用するのがよい。 

𝑘𝑘� = 1.78  𝐷𝐷�𝐷𝐷�
   ��.�� 𝛼𝛼�

g + 0.04 

𝑘𝑘� = 𝛼𝛼�
g  

 
ここに、 

：照査用震度 
：補正加速度最大値（cm / s2） 

g：重力加速度（cm / s2） 
Da：許容される重力式係船岸天端における変形量（cm） 
Dr：基準変形量（＝10cm） 

 
（2） 照査用震度の使用に係る留意点 

「(1)重力式係船岸及び水深-2.0ｍ～-5.5ｍの控え直杭式矢板式係船岸に対する照査用震度の算出方

法」に示した方法は、港湾の照査用震度算出法 3)6)を素地として、フィルター関数及び控え直杭式矢

板式係船岸の照査用震度算出式について漁港に多い浅い係船岸向けのパラメータとしたものである。

使用にあたっての留意点を以下の①～⑨に示す。 
 

① ここに示す方法は、液状化を発生させない条件で構築しているため、液状化が発生する条件

に適用する場合には、適用性について検討することを原則とする。 
② 照査用震度は、小数点以下3けた目を四捨五入し、小数点以下2けたの数値で表すのがよい。 
③ 重力式係船岸に対する照査用震度のフィルター関数は、変形量が 10～20cm の範囲に対して

検討され作成されたものである。したがって、許容変形量Daが10～20cmの範囲外の場合の

検討については、二次元地震応答解析等で性能を評価し、断面を決定することができる。な

お、この場合の初期断面の設定においては、「第 2編 11.2.1設計水平震度」の「表 2-11-1 地

域別の工学的基盤最大加速度及び設計水平震度」に示されている設計水平震度を用いること

ができる。 
④ 水深-2.0ｍ～-5.5ｍの控え直杭式矢板式係船岸に対する照査用震度のフィルター関数は、変形

量が 10cmに対して検討され作成されたものである。したがって、許容変形量Daが 10cm以

外の場合の検討については、二次元地震応答解析等で性能を評価し、断面を決定することが

できる。なお、この場合の初期断面の設定においては、「第 2 編 11.2.1 設計水平震度」の

「表 2-11-1 地域別の工学的基盤最大加速度及び設計水平震度」に示されている設計水平震度

を用いることができる。 

hk

c

（重力式係船岸） 

（水深-2.0ｍ～-5.5ｍの控え直杭式矢板式係船岸） 

 ········· （式 6-2-2） 
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なお、ここに示した係数は本書に示す設計方法「第 6編 3.5普通矢板式係船岸」に基づき

決定した断面をもとに算出したものであるため、本書に示している以外の設計法で矢板の断

面を決定する場合にはこの係数を使用しないことを原則とする。 
⑤ 港湾の照査用震度算出法 6)に示されている、深層混合処理工法及び置換率 70％以上のサンド

コンパクション（SCP）を用いて地盤改良を行う場合の照査用震度の算定手法は、浅い係船

岸に関する検証がなされていないので、漁港の係船岸には使用しないことを原則とする。こ

の場合、未改良の状態を想定した照査用震度を使用することができる。 
⑥ 港湾の矢板式及び桟橋式における照査用震度の算出方法 6)8)は、漁港への適用を行わないこと

を原則とする。これは、算出方法を構築する際の数値計算において、漁港に比べて大水深の

モデルが用いられたことと、矢板式においては本書に示す方法とは異なる照査方法で照査さ

れたモデルが用いられたことによる。 
⑦ レベル 1 地震動が小さい場所では、本手法を用いると、照査用震度についても非常に小さな値

が得られる可能性がある。その場合の下限値を0.05とすることができる。 
⑧ 本手法により 0.25 程度以上の照査用震度が算出された場合には、以下のことを検討するのがよ

い。 
ａ）照査用震度を 0.25 として断面を設定し、地盤－構造物の動的相互作用を適切に考慮できる

二次元地震応答解析等で性能を評価する。 
ｂ）地盤改良を検討する。 
ｃ）他の構造形式の採用を検討する。 

⑨ 照査用震度を算出する際の 1 次元の地震応答解析手法は、とりわけ、照査用震度の算定におい

て重要となる周波数帯域（たとえば図6-2-8 のフィルターの例を参照）の加速度増幅を適切に評

価できる手法（FLIP 又は FLIP に近い結果が得られる解析コード）を用いることが望ましい。

特に軟弱地盤における増幅の適切な評価に留意することが望ましい。 
 

2.2.4 工学的基盤におけるレベル1地震動の波形の算定 

工学的基盤におけるレベル 1 地震動の波形を算出する場合は、多様な地震の発生確率を考慮して作

成した、75 年程度の再現確率の地震動波形とすることが望ましい。その方法は、「第 2 編 11.3.1 サ

イト特性を考慮した地震動の算出手法」を利用できる。 
 

2.2.5 耐震性能の照査における許容変形量 

重力式、矢板式及び桟橋式係船岸の照査において、施設と地盤をモデル化して地震動を入力する動

的解析（二次元地震応答解析）を実施する場合は、解析により求まる変形量が許容変形量以下に収ま

ることを確認することを標準とする。 
重力式及び矢板式係船岸について、作用をレベル 2 地震動として動的解析を行う際の許容変形量は、

表 6-2-6に示す値①を使用することができる。 
重力式及び矢板式係船岸を対象として、作用をレベル 1 地震動として動的解析を行う際の許容変形

量は、表6-2-6に示す値②を使用することができる。これは、施設の損傷及び利用上の制約が限定的な

ものにとどまり軽微な補修により早期に機能が回復できることを考慮して示した参考値である。 
重力式係船岸を対象として、作用をレベル 1 地震動として周波数特性と変形量を考慮した設計水平

震度（照査用震度）の算出を行う際の許容変形量は、表 6-2-6 の値②に準じ、10cm とすることができ
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る。これは、照査用震度には場所ごとの増幅特性の違いが反映されるが許容変形量を 10cm とすれば

平均的にみて地域別の設計水平震度に近い値になること 4)も考慮している。なお、照査用震度の算出

においては、算出式におけるはらみだし量の設定可能範囲が 10cm～20cmであることに注意する。 
控え直杭式矢板式係船岸を対象として、作用をレベル 1 地震動として周波数特性と変形量を考慮し

た設計水平震度（照査用震度）の算出を行う際の許容変形量は、表 6-2-6 の値②に準じ、10cm とする

ことができる。これは、変形が 10cm を超えると矢板式係船岸を構成する鋼材が降伏する可能性が大

きくなること 5)も考慮している。 
桟橋式係船岸は、被災による変状が安全性や利用におよぼす影響についての知見が少ない。そのた

め表6-2-6には値を示していない。桟橋式については暫定的に、同表の重力式・矢板式の値を参考とし

つつ、渡版の変状及びその隣接構造物への影響が、桟橋の利用に大きな支障をもたらさない範囲にと

どまることも考慮に入れて許容変形量を設定してよい。 
係船岸が変形すると陸上の利用や漁船等の係留に影響が生じる。陸上利用への影響は、はらみだし

よりもむしろエプロンに生じる段差や隙間によってもたらされる。しかし二次元地震応答解析では一

般に、背後エプロンの地表に生じる仔細な変状を精度よく計算することは困難である。そのため表

6-2-6 では、段差とはらみだし量の関係式並びに隙間とはらみだし量の関係式 9)を踏まえて陸上利用の

観点を考慮している。 
表6-2-6に示す値はすべて係船岸の構造上の安定及び利用の観点を考慮に入れた参考値であり、個別

の施設について施設の変形量と被災後の施設に求められる機能との関係を検討する場合は、同表以外

の許容変形量を使用することもできる。たとえば、重力式係船岸のスパン毎のはらみだしにずれが生

じた状態で漁船の係留時に適切に防舷材等が機能することや、陸上の利用がより円滑に行われること

等を考慮に加えて許容変形量を設定してもよい。 
なお、本項に述べる許容変形量とは別に、鋼材で構成される係船岸の静的な耐震性能照査において

用いる変形量の許容値については、構造形式に応じて「第 6 編 3.5 普通矢板式係船岸」「第 6 編 3.6 
自立矢板式係船岸」を参照してよい。 
 

表6-2-6 係船岸（重力式・矢板式）の耐震性能の照査における許容変形量の参考値 

 
耐震性から見た 

施設分類 
照査に用い 
る地震動 

係船岸の 
構造形式 

水深 

-2.5mより浅い -2.5m～-7.0m -7.0mより深い 

① 耐震強化岸壁 
レベル2 
地震動 

重力式 
はらみだし量 25cm 以
内、本体傾斜角 3°以
内 

はらみだし量 50cm 以
内、本体傾斜角 3°以
内 

はらみだし量100cm以
内、本体傾斜角 3°以
内 

矢板式 
はらみだし量 25cm 以
内 

はらみだし量 30cm 以
内 

はらみだし量 50cm 以
内 

② あらゆる種類 
レベル1 
地震動 

重力式・
矢板式 

はらみだし量10cm以内 

(注意) 
・「耐震強化岸壁に準ずる岸壁」については、耐震強化岸壁の数値を参考にできる。「その他の耐震性を強化する
岸壁」については、レベル1地震動の値ならびに耐震強化岸壁のレベル2地震動の値を参考にできる。 
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2.2.6 二次元地震応答解析における鋼材応力度の限界値 

鋼材で構成される係船岸において、二次元地震応答解析により部材を照査する場合の鋼材応力度の

限界値は以下を参考とすることができる。 
 

表6-2-7 二次元地震応答解析により部材を照査する場合の鋼材応力度の限界値の参考値 

係船岸の種類と分類 照査に用いる地震動 構造形式 照査部材 限界値の参考値 

耐震強化岸壁 レベル2地震動 
矢板 

矢板 降伏応力度 

タイ材 破断強度 

控え工 全塑性モーメント 

桟橋 杭 全塑性モーメント※1 

耐震強化岸壁に準じる岸壁 レベル2地震動 
矢板 

矢板 降伏応力度 

タイ材 破断強度 

控え工 全塑性モーメント 

桟橋 杭 全塑性モーメント※1 

※1：桟橋を構成する杭の中に、二箇所以上で杭に生じる曲げモーメントが全塑性モーメントに達している杭が存在しないこと。 

 
2.3 液状化対策 

係船岸の、地盤の特性を考慮した液状化の検討並びに液状化の対策は、施設の重要度に応じて判断

することを原則とする。液状化対策の検討は、「第 2編第 12章 液状化」によることができる。 
「第 1 編 2.2.5 耐震性能・耐津波性能の強化を行う施設」に示された係船岸については、「第 6 編

第 5 章 耐震性能・耐津波性能を強化する係船岸の照査」にしたがって液状化の検討及び対策を行う

ことを原則とする。 
なお、「第 1 編 2.2.5 耐震性能・耐津波性能の強化を行う施設」に示す以外の係船岸の耐震性能照

査においては、施設の役割や施設周辺の粒度分布等を踏まえて、必要に応じて液状化の検討と対策を

実施してもよい。その検討手順は、「第 6編第 5章 耐震性能・耐津波性能を強化する係船岸の照査」

の耐震強化岸壁の手順の①～②に準ずることができる。 
 

2.4 計画水深及びバース長 

係船岸の計画水深及びバース長は、利用漁船を考慮し、安全かつ円滑に利用できるよう適切に定め

ることを原則とする。 
計画水深及びバース長は、以下の（1）～（5）によることができる。 

 
（1）計画水深は、係船岸に接岸する漁船のうち、最大の漁船の喫水に余裕値を加えた値とする。な

お、計画水深は 0.5m単位に切り上げる。 
係船岸の計画水深＝最大の漁船の喫水＋余裕水深 

 
（2）対象とする漁船の喫水は、陸揚げ及び準備用の係船岸は満載喫水、休けい用係船岸は空喫水の

値を用いる。また、対象とする利用漁船の形状寸法が不明で、その喫水を定めがたい場合は、

「第 2編 14.1 漁船等の諸元」を参考に定めてもよい。 
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（3）バース長は、係船岸に接岸する漁船の船長（横付けの場合）又は船幅（縦付けの場合）に、漁

船が係留する際に必要な余裕値を加えた値を標準とする。 
バース長＝船長＋余裕長（横付けの場合） 

＝船幅＋余裕幅（縦付けの場合） 
 
（4）余裕水深は、港内の静穏度等を考慮し適切に定めるが、一般に次の値としていることが多い。

波の影響が著しい場合は、この値をさらに大きくすることができる。 
① 海底の地盤が硬質地盤の場合 0.5m以上 
② 海底の地盤が軟質地盤の場合 0.5m 

 
（5）余裕長、余裕幅は、係船岸の利用状況や漁船の操船方法等を考慮し適切に値を定める。なお、

次の値を標準値とできる。 
① 余裕長 0.15L（L：船長） 
② 余裕幅 0.5B（B：船幅） 

 
2.5 天端高 

係船岸の天端高は、潮位、漁船の船型、利用形態を考慮し適切に定めることを原則とする。 
天端高は、以下の（1）～（3）によることができる。 

 
（1）潮位差の大きな海域では、小型漁船等の利便性向上のために、エプロンの一部を下げた複断面

構造、階段式係船岸あるいは浮体式係船岸等の検討も行う。 
 
（2）港内において発生する頻度の高い波浪、異常な潮位、河口部における河川水位の影響、地盤沈

下等にも十分留意し、係船岸上が冠水し背後へ海水が侵入しないようにする。 
 
（3）計画される利用漁船の形式・寸法を特定しがたい場合は、陸揚げ及び準備係船岸では、朔望平

均満潮面（H.W.L.）に表6-2-8の値を加えたものを天端高として用いてもよい。なお、休けい用

係船岸においては、さらに表 6-2-8に示す休けい用係船岸加数値を加えることができる。 
① 陸揚げ及び準備用係船岸の天端高＝H.W.L.＋表 6-2-8の値 
② 休けい用係船岸の天端高＝H.W.L.＋表 6-2-8の値＋表 6-2-8の加数値 
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表6-2-8 天端高の算定値 

潮  位  差 

（H.W.L.-L.W.L.） 
対  象  漁  船（G.T.） 

０～20トン 20～150トン 150～500トン 500トン以上 

0  ｍ～1.0ｍ 

1.0 ～1.5 

1.5 ～2.0 

2.0 ～2.4 

2.4 ～2.8 

2.8 ～3.0 

3.0 ～3.2 

3.2 ～3.4 

3.4 ～3.6 

3.6以上 

0.7ｍ 

0.7 

0.6 

0.6 

0.5 

0.4 

0.3 

0.2 

0.2 

0.2 

1.0ｍ 

1.0 

0.9 

0.8 

0.7 

0.6 

0.5 

0.4 

0.3 

0.2 

1.3ｍ 

1.2 

1.1 

1.0 

0.9 

0.8 

0.7 

0.6 

0.5 

0.4 

1.5ｍ 

1.4 

1.3 

1.2 

1.1 

1.0 

0.9 

0.8 

0.7 

0.6 

休けい岸壁加数 ０ｍ ０～0.5ｍ O.5～1.0ｍ 1.0ｍ 

 

2.6 築造限界 

係船岸前面の形状は、漁船が安全に離接岸及び係留できるよう適切に定めることを原則とする。 
係船岸の築造限界は、利用する漁船の実態に基づき、船型、係留方法、荒天時等の漁船の動揺など

を考慮して適切に定めることを原則とする。 
 
2.7 エプロン 

エプロンは、その利用条件等を考慮して諸元を適切に定めることを原則とする。 
 
2.7.1 エプロンの形状 

エプロンの形状は、以下の①～②によることができる。 
 

① エプロン幅 
エプロン幅は、係船岸の利用方法、背後地の状況及び係船岸の構造等を勘案して決定するのが

よい。同一法線上の係船岸は、利用上の観点からエプロン幅を統一することが望ましい。 
利用方法等によりエプロン幅を決定できない場合は、表 6-2-9の値を用いてもよい。 

 
表6-2-9 エプロン幅 

分   類 エプロン幅（ｍ） 

陸 揚 用 
漁獲物をすべて上屋に搬入  3.0 

エプロン上から自動車により直送 10.0 

出  漁  準  備  用 10.0 

休   け   い   用  6.0 

 
② エプロン勾配 
エプロン勾配は、利用方法、背後の状況及び排水等を勘案して決定するのがよい。一般に 1/30

～1/50 とすることが多い。エプロンからの汚水が泊地などに流出することが予想される場合には、
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衛生面・環境面に配慮し、エプロンの前面あるいは背後に排水溝を設置し、汚水を浄化施設に導

き、浄化を行ってから排水することが望ましい。 
 
2.7.2 エプロンの構造 

エプロンでは、漁獲物の選別、荷さばきが行われ、大型車両が通行したり、漁獲物や漁具の積卸し、

積込みのために大型フォークリフトやトラックなどが使用される場合があるので、地域の実状をよく

把握したうえで、エプロンの構造を決定することが望ましい。 
 
エプロンの構造の安全性の照査は、エプロン上を 1 日に通行する大型車両の交通量に応じ、次の①

～③に示すように行うことができる。詳細については、「舗装設計施工指針（日本道路協会）」10)等を

参考とすることができる。なお、エプロンを利用する荷役機械の荷重を考慮する必要がある場合には、

他の適切な照査方法によることができる。 
 

① エプロン上の 1日当たり大型車交通量が概ね 100台未満の場合 
ここでいう大型車交通量とは、盛漁期（当該漁港地区で 1 年間のうち最も陸揚量が多かった連

続する 2カ月間をいう。）において、エプロン上を走行する大型車の日平均交通量である。なお、

エプロン上を走行する大型車の方向は問わない。 
また、大型車とは、道路交通センサスでいうところの大型車で、車種区分でいうバス（ナンバー

2）、普通貨物車（ナンバー1）、特殊車（ナンバー8、9、0）がこれに相当する。 
 
ａ）コンクリート版 
ア）コンクリート 

コンクリートの圧縮強度は、材齢28日で18N/mm2を標準とし、その厚さは20cmとする。 
イ）鉄網 

コンクリート版には鉄網を設ける。 
ｂ）目地 

目地は概ね 5m ごとに横目地、縦目地を設けるものとし、目地材料にはエラスタイト又は板

材を用いる。 
ｃ）路盤 

路盤厚は、路床の設計支持力係数をもとにして照査できる 11)。路盤の所要支持力係数（K30）

を 150N/cm3とし、使用する材料に応じて図 6-2-9 を用いて求める。エプロンの路盤は通常 1 層

仕上げとし、その最小厚は 15cmを標準とする。 
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図6-2-9 路盤厚の設計曲線（直径30 cm載荷版による場合）11） 

 
② エプロン上の 1日当たり大型車交通量が概ね 100台以上の場合 
ａ）コンクリート版 
ア）コンクリート 

コンクリートの曲げ強度は、材齢 28 日で 4.5N/mm2を標準とし、その厚さは 20cm とする

ことができる。 
イ）鉄網 

コンクリート版には鉄網を設ける。 
ｂ）目地 
ア）コンクリート版の一体性及び応力の分散を図るため、必要に応じて各種の目地を施工する。 

目地間隔は「舗装設計施工指針」12)を参考にすることができる。また、次に示す値を参考

にしてもよい。 
縦施工目地間隔 3.5～5m 
横収縮目地間隔 5m 
横膨張目地間隔 施工時期が温暖な場合 100～200m 

〃  寒冷な場合  50～100m 
また、目地の構造は、目地の機能に応じて決定するのがよいが、標準的な構造を図 6-2-10

～図 6-2-13に示す。 

 

図6-2-10 縦施工目地13） 
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図6-2-11 横収縮目地13） 

 
 

 
図6-2-12 横膨張目地13） 

 
 

 
図6-2-13 横施工目地13） 

 
 

イ）目地に使用するタイバー、ダウエルバーの諸元は、次の値を参考としてよい。 
タイバー   SD295A（異形棒鋼） 

径 25mm 長さ 80cm 間隔 45cm 
ダウエルバー SS400（丸鋼） 

径 25mm 長さ 50cm 間隔 45cm 
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ｃ）路盤 
「①ｃ）路盤」を参照する。ただし、路盤の所要支持力係数（K30）については 200N/cm3 と

することができる。 
 

③ エプロン上の 1 日当たり大型車交通量が概ね 100 台以上の場合であって曲げ強度指定による

コンクリートを入手できない場合 
施工現場が離島であったり、工事規模が小さい場合で曲げ強度指定によるコンクリートを入手

できない場合には、圧縮強度指定によるコンクリートを使用できる。そのコンクリートの圧縮強

度は材齢 28 日で 24N/mm2を標準とし、その他のコンクリート版、目地及び路盤の照査は、①に

よることができる。 
 
2.8 付属設備 

係船岸は、安全上、利用上の観点から必要な付属設備を設けることを原則とする。 
付属設備の種類については「第 6編 10.1 付属設備」を参照できる。 
付属設備の設置場所は、本体部分の構造形式や予測される利用状況を考慮に入れて決定する必要が

ある。また、係船岸に付属設備を設置することは、本体部分の照査にも影響を与えることがある。そ

のため、次のような配慮をすることが望ましい。 
(1) 係船岸の照査における載荷重の決定及び細部の照査等においては、付属設備を考慮する。 
(2) 矢板式係船岸のタイ材上には、付属設備等の構造物の設置を避ける。 
(3) エプロン上に給水・給油設備を設置する場合は、係船岸の利用上支障がないように配慮する。 
(4) 係船岸に排水口を設置する場合は、なるべく漁船の接岸場所を避ける。 
(5) エプロン上に照明設備用の電柱などを設置する場合は、係船岸の工事と同時に施工するよう

配慮する。 
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ｄ）直立消波ブロック式の場合、堤体天端高さは H.W.L.+0.5H より高く、下端高さは

L.W.L.-2.0H 程度以深まで確保することが望ましいが、ブロックの実験データがある場合

はそれによることができる。なお、上部コンクリートが構造上必要な厚さを確保できる

よう留意する必要があるが、天端高から上部工の必要厚さを差し引くと消波部分の高さ

が十分確保されない場合は、水理模型実験等により消波効果を検討するのがよい。 
 
3.4.5 構造細目 

本体工、上部工、基礎工、裏込工は、利用形態、土質、経済性、施工性、安定性等を考慮して決定

することを原則とする。 
構造細目の照査は、以下の（1）～（4）によることができる。 

 
（1） 本体工 

堤体の照査にあたって、ブロック積式、セルラーブロック式、コンクリート単塊式、ケーソン式

については、「第 5編 外郭施設」に準じることができる。 
直立消波式については、反射波、航跡波等の影響により港内静穏度が悪く円滑な漁業活動等に支

障を及ぼす場合、港内の静穏を保つために反射波を低減する場合、大型漁船の航跡波の反射波が小

型漁船に著しく悪影響を及ぼす場合、狭く長い航路で漁船の航跡波が後続する漁船の走航に支障を

与える場合のほか、港内での発生波及び港内の隅角部で波が集中する場合等に採用するのがよい。

その照査にあたっては、以下の点を踏まえるのがよい。 
 
① 消波構造とすべき位置については、港口からの侵入波及びその反射波、泊地形状等により

決定する。 
② 入射波の特性、前壁の形状、遊水部の容量等から反射率を算定する。 
③ 上部工には局所的に大きな揚圧力が働く場合があるので、必要に応じて上部工に働く揚圧

力を水理模型実験等から求める。 
④ 小型漁船は直立消波ブロックの空隙部に吸い込まれる場合があるので、防護ネットの設置

等による安全対策を講ずる。 
 

なお、既設の係船岸について、耐震・耐津波補強の対策が必要な場合は、グランドアンカー工

法 1)等民間企業等の最新の知見を参考にしてもよい。 
 
（2） 上部工 

上部工の照査は、以下の①及び②によるのがよい。 
 
① 上部コンクリートの天端幅は0.5m以上を標準とし、漁獲物などの陸揚げ及び車止めなどの

設置を考慮して決定するのがよい。 
② コンクリートの亀裂防止のため、適切な間隔で目地を設けるのがよい。 

 
（3） 基礎工 

基礎工の照査は、以下の①～⑦によるのがよい。 
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① 基礎捨石の幅は、堤体の両側からの合力の作用線に対し 30°外側に引いた線が基礎地盤と

交差した点までを所要幅としてよい。 
 

 
図6-3-4 基礎捨石の所要幅 

 
② 地盤上に捨石で基礎を設ける場合は、捨石内部のすべりを考慮して断面を決定するのがよ

い。すべりの照査は、「第 4編第 5章 斜面の安定」によることができる。 
③ 基礎地盤が軟弱な場合は、軟弱地盤対策工法を検討するのがよい。軟弱地盤対策工法は、

「第 4編第 6章 軟弱地盤対策工法」を参照できる。 
④ 捨石マウンド基礎において、波浪、潮流、船舶のスクリュー等により洗掘の恐れがある場

合には被覆工を設置してよい。 
⑤ 基礎地盤が砂質の場合の基礎捨石の厚さの参考値として、一般に 1m 以上としていること

が多い。ただし、基礎地盤が岩盤で、床掘して捨石を敷きならす場合でかつ洗掘の恐れの

少ない箇所については、0.5m以上としてよい。 
⑥ 基礎地盤が岩盤で壁体が水中又は注入コンクリートの場合は、岩盤の表面において掻きなら

しを行うのがよい。ただし、軟岩の場合は、岩盤を0.3m程度切り込み、埋め戻すのがよい。 
⑦ 岩盤の一部を壁体に利用するのは十分な強度のある良質の岩盤の場合のみとし、場所打ち

コンクリート厚さは 0.5m以上として岩盤に十分密着させるのがよい。 
 

（4） 裏込工 

堤体背後には、堤体に対する土圧軽減や土砂の吸出し防止の観点から、切込砕石、割栗石等によ

る裏込工を設けることを原則とする。 
裏込工の照査は、以下の①～④によるのがよい。 

 
① 裏込石はできるだけ面の粗なものを使用するのがよい。 
② 裏込工による土圧減少の程度を、「第 2 編 10.1.8 裏込土による土圧の減少の程度」により

検討することを原則とする。 
③ 係船岸（護岸を含む）は、地盤条件や波浪条件等を考慮し、堤体背後の裏込材や埋立土が

吸い出しを受けないよう、防砂板と防砂シートの両方を設置することが望ましい（図 6-3-5
参照）。ただし、土砂の吸い出しの恐れが低く、土圧軽減を行わない場合には、防砂板のみ

の設置としてよい。 
ａ）防砂板をブロック等の目地部に設置する場合は縦目地のみに設置することが多いが、縦

断方向のブロック等の幅を考慮し、全面張りとの経済比較を行うことが望ましい。 
ｂ）吸い出し等により埋立材が裏込材側へ混入すると、埋立材の沈下が発生するとともに裏

込材の内部等の状態が変化し危険な状態となる恐れがあるため、防砂シートを裏込材の
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背後等に設置するのがよい。 
 

 
図6-3-5 防砂板、防砂シートの設置 

 
④ 裏込工に使用する防砂シート（吸出防止材）の選定にあたっては、裏込工の変形への追随

など施工時及び施工後の破損しない十分な伸びと強度、透水性などに留意するのがよい。

一般に表6-3-1に示す値を参考としてもよい。ただし、施工条件等の制約がある場合は、別

途考慮するのがよい。 
 

表6-3-1 防砂布の材質、規格 

材   質 
規        格 

厚   さ 引 張 強 度 引 裂 強 度 伸 び 率 

ポリエステル製

不織布 
5.0mm以上 883Ｎ/５cm以上 245Ｎ以上 60％以上 

 

3.4.6 階段式係船岸 

階段式係船岸は、自然条件、利用形態、経済性等を考慮して、求められる機能が十分発揮できるよ

うに照査することを原則とする。 
階段式係船岸の照査は、以下の（1）～（6）によることができる。 

 
（1）階段部の照査の際、利用面上、安全上十分な配慮を講じることを原則とする。階段部のうち干

満帯の部分は、非常に滑りやすくなるので、滑り防止対策等を講じることが望ましい。 
 
（2）階段式係船岸の構造は図6-3-6のように壁体部と階段部に大別でき、照査の手順は壁体部、階段

部の順に行うことを原則とする。 

 

図6-3-6 階段式係船岸の標準的な断面 
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（3）壁体部はコンクリート単塊式、ブロック積式、L 型ブロック式、ケーソン式、矢板式等種々の

形式が可能であり、それぞれの照査方法に準じて照査するのがよい。 
 
（4）階段式係船岸の天端高は、階段部上端と下端の 2 種類がある。階段式係船岸の照査にあたって

は、この 2 つと階段部の形状とを総合的に考慮し、利用上、安全上支障のない構造とすること

を原則とする。このとき、階段部下端の天端高は、平均水面以下とすることが多い。 
階段勾配は裏込土の内部摩擦角以下とするのがよい。標準的な値は表 6-3-2 に示すとおりであ

る。 
 

表6-3-2 標準的な階段勾配 

階段勾配 水平面に対する傾斜角（°） 

1：2.5 21.8 

1：2.0 26.6 

1：1.5 33.7 

 
（5）土圧、残留水圧及び上載荷重については次によることができる。 

① 階段部は、傾斜した地表面で土圧を計算する。なお、土圧のほかに、階段部の自重と上載

荷重から階段部のすべりによる水平力、鉛直力を壁体頂部に加える。 
② 階段部の長さが図6-3-7に示す程度以内の場合は、壁体の一部とみなして階段部を含めて計

算を行ってもよい。 
 

 
図6-3-7 階段部が短い場合の土圧 

 
③ 残留水圧 
前項①の場合には通常の残留水圧とし、②の場合には図6-3-8に示すものを用いることができ

る。 
 

④ 上載荷重 
図6-3-8に示すように階段及びエプロン部に上載荷重が働くこととすることを標準とする。上

載荷重は、適切な荷重を考慮することを原則とするが、5kN/m2を用いてもよい。 
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図6-3-8 階段部が長い場合の土圧 

 
（6）階段の寸法は、図6-3-9に示すとおりとすることが多い。このとき無筋の場合には、最小厚さは

20cmとし、さらに薄くする場合には鉄筋で補強することが望ましい。 
 

 

図6-3-9 階段部の寸法 

 
 
3.5 普通矢板式係船岸 

3.5.1 普通矢板式係船岸の性能規定 

普通矢板式係船岸の性能規定は、以下に定めるとおりとする。 
1.自重、土圧、載荷重等の作用に対して、地盤のすべり破壊等、構造の安定性が満足されること。 
2.土圧、載荷重等及びレベル 1 地震動又は漁船のけん引の作用に対して、矢板が構造の安定に必要

な根入れ長を有し、かつ、矢板に生じる応力が許容値以下となること。 
3.土圧、載荷重等及びレベル 1 地震動又は漁船のけん引の作用に対して、控え工が、構造形式に応

じて適切に配置され、かつ、構造の安定性が満足されること。また、タイ材及び腹起こしに生じ

る応力が許容値以下となること。 
4.漁船の接岸の作用に対して、上部工の部材に生じる変位、変形及び応力が許容値以下となること。 

 
3.5.2 性能照査の基本 

普通矢板式係船岸は、自然条件、利用形態、経済性等を考慮して、求められる機能が十分発揮でき

るように照査することを原則とする。 
普通矢板式係船岸は、前面の鋼矢板の根入れ部の横抵抗とタイ材で結ばれた控え工の横抵抗により
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土圧等の作用に抵抗する構造となっている。断面図の一例を図 6-3-10に示す。 
本章では、特に断りのない限り、砂質土又は硬い粘性土地盤における普通鋼矢板式を対象としてい

る。軟弱地盤における鋼矢板工法については、「第 6 編 3.5.15 軟弱地盤における照査」も参照するの

がよい。 
漁港構造物において、画一的な軟弱地盤の判断基準は定められていないが、重力式係船岸や防波堤

の場合に用いられている表 6-3-3を参考としてもよい。 
 

 
 

図6-3-10 普通矢板式の断面図の一例 

 

 

表6-3-3 軟弱地盤の判断基準 

土   質 含 水 比 Ｎ   値 一軸圧縮強度 

砂 質 土 

沖積粘性土 

30％以上 

50％以上 

４～８以下 

４以下 

― 

0.04～0.06Ｎ/㎟以下 

 
普通矢板式係船岸の性能照査フローは、図 6-3-11 によることができる。また、耐震性能・耐津波性

能の強化を行う係船岸については、「第 6編第 5章 耐震性能・耐津波性能を強化する係船岸の照査」

の性能照査を参照することができる。 
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腐食が予想される場合は、腐食代を考慮するのがよい。また、矢板の上部工に係船柱を設け、

漁船のけん引力を考慮する必要がある場合は、そのタイ材張力は、「第 6 編 3.5.9 タイ材の

断面」の式 6-3-17によることができる。 

𝜎𝜎�＞
M���

Z  

M��� �
T･L

K  
ここに、 

T：タイ材張力（N／本） 
L：タイ材の間隔（cm） 
Mmax：腹起こしの最大曲げモーメント（N・cm） 
Z：腹起こしの断面係数（cm3） 
σ a：腹起こし材料の許容曲げ応力度（N/cm2） 
K：係数（腹起こしを 3径間連続梁とする場合はK＝10としてよい） 

 
② 腹起こしの材料としては、溝形鋼、山形鋼等を用いることが多い。また、腹起こし材の取り

付け位置は、水中取り付けが容易でないため、M.W.L.より上方に取り付けることが多い。 
 
3.5.11 控え工の断面 

控え工の断面は、工費、工期、施工方法、施工前の地盤高、沈下の程度等を考慮し、その位置は、

構造形式に応じて土圧、水圧、支持力等を考慮して決定することを原則とする。 
控え工の断面は、以下の（1）～（7）によることができる。 

 
（1） 控え工の形式の選定 

控え工は、一般に控え版、控え矢板、控え直杭並びに控え組杭の構造形式がある。設置位置等そ

れぞれの構造上の特徴を踏まえて形式を選択し、照査することが望ましい。 
なお、控え工として、グランドアンカー工法 1)等民間企業等の最新の知見を参考にしてもよい。 

 
（2） 控え工の位置 

① 控え版 

控え版の位置は、図 6-3-20 に示すように、海底面から引いた矢板の主働崩壊面と、控え版下端

より引いた控え版の受働崩壊面が、地表面以下で交わらないように決定することができる。 
 

 
図6-3-20 控え版の位置

 ······················································ （式 6-3-18） 

 ··················································· （式 6-3-19） 
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望ましい。腹起こしの断面は、「第 6 編 3.5.10 腹起こしの断面」によることができる。短い控え矢

板では、タイ材取り付け点付近で大きな曲げモーメントが働くので、矢板に発生する応力は、タイ

材取り付け用の孔及び腹起こし締め付けボルトの孔を除いた断面積について計算するのがよい。 
 

 
図6-3-24 短い控え矢板への力の作用 

 
（6） 控え組杭の照査 

控え組杭は、タイ材張力を作用として受ける組杭として「第 4 編第 3 章 杭基礎の支持力」によ

り照査することができる。 
 
（7） 背後地が狭い場合 

控え杭式構造において、背後地に余裕がなく、「控え工の位置」に記した条件を満たせない場合に

は、二重矢板式構造、斜め控え杭構造、グランドアンカー工法 1)等、他の構造形式の検討を併せて

行うことが望ましい。しかし、控え杭式構造でやむを得ず照査しなければならない場合には、矢板

の主働崩壊面と控え杭の受働崩壊面の交点を含む水平面を仮想地表面として、それより上には土が

ない杭頭自由の杭として照査してもよい。 
 

 
図6-3-25 控え杭式構造物の背後が狭い場合の仮想地表面の設定 

 
3.5.12 上部工の照査 

上部工は、土圧、矢板頂部に働く漁船のけん引力及び衝撃力に対して安全であるように照査するこ

とを原則とする。
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（2） 構造物の安全性に関する性能照査 

組杭は、「第 4編第 3章 杭基礎の支持力」を参考にして性能照査することができる。 
 
3.9 棚式係船岸 

3.9.1 棚式係船岸の性能規定 

棚式係船岸の性能規定は、以下に定めるとおりとする。 
1.自重、土圧、載荷重等の作用に対して、地盤のすべり破壊等、構造の安定性が満足されること。 
2.土圧、載荷重等及びレベル 1 地震動又は漁船のけん引の作用に対して、矢板が構造の安定に必要

な根入れ長を有し、かつ矢板に生じる応力が許容値以下となること。 
3.土圧、載荷重、レベル 1 地震動等の作用に対して、壁体の滑動及び転倒等、構造の安定性が満足

されること。 
4.自重、土圧等及びレベル 1 地震動又は漁船の接岸及びけん引の作用に対して、棚杭に作用する軸

方向力が地盤の許容支持力を満足し、かつ、棚杭に生じる応力が許容値以下となること。 
5.自重、土圧等及びレベル 1 地震動又は漁船の接岸及びけん引の作用に対して、棚の部材に生じる

変位、変形及び応力が許容値以下となること。 
 
3.9.2 性能照査の基本 

棚式係船岸は、土圧、残留水圧等の作用に対して安定となるように適切に照査することを原則とす

る。 
 

3.9.3 性能照査 

（1） 利用性に関する性能照査 

「第 6編 3.3.1 利用性に関する性能照査」によることができる。 
 
（2） 構造物の安全性に関する性能照査 

棚杭については、「第 4編第 3章 杭基礎の支持力」を参考にして性能照査することができる。 
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